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オンライン等を活用した渡日を必要としな
い入試など、渡日前入学許可の推進
日本留学試験の改革と活用促進
国際バカロレア（IB）の推進

入試の問題

コロナ後の新たな日常における留学生受入れ・派遣計画

留学の概念の再構築
一時コロナ禍により人流が停滞した時期も
あったが、各国は人流を通常に戻しはじめ
既に次のステージに進んでいる。我が国も
世界の潮流に乗り遅れないようにすること
が必要。対面、“その場”、での効果はオン
ラインでは得られない。
渡航前の準備教育（日本語教育等）にオン
ラインを活用する。

規制緩和
留学生受入れに係る規制緩和（柔軟な定員
管理等）

予算と体制の充実
特に日本人学生の海外留学に対する予算の
充実（受入れに比して顕著に少ない）
SGU（スーパーグローバル大学）・世界展
開力事業・日本留学海外拠点連携推進事業
の飛躍的な展開、JASSO奨学金の充実
専門組織の整備、語学力を有する対応ス
タッフの充実

・世界が平和と安全のもとに持続的に発展していくために、世界を舞台とした
知の創出、継承が必要であり、国立大学はその一翼を担う。
・外国人留学生や日本人学生の海外留学は個人にとってのみならず、我が国が
世界と伍していくための原動力となる。
・そのためには、以下の実現が不可欠。

高校段階の留学
SGH（スーパー・グローバル・ハイスクー
ル）等予算の充実
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日本留学海外拠点連携事業の成果の発展的支援

拠点形成事業は期間限定（最大4年）となっているが、少なくとも各地域拠点は継続的に維持・活動し、我が国の
大学全体の国際化推進に資するべきではないか
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予算の充実

卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備
高度専門人材としての定着率の向上

高度専門人材に限らず日本で高等教育を受けた学
生を幅広く企業で受け入れる仕組みが必要
在留資格の緩和（現在の「技術・人文知識・国際
業務」以外）
日本語教育環境の充実（本人及び家族）
配偶者の就業斡旋（就労ビザ取得）

派遣後の日本人学生の就職
留学中に帰国することなくオン
ラインを活用した就職活動（説明
会、面接等）の実現に当たり企業
の協力が必要

教育の国際化の促進

国内大学の国際化
ダブル・ディグリー制度等の推進
柔軟な学事暦の導入

海外大学との連携促進
海外大学との単位互換制度の促進
大学間交流協定締結の促進
大学の海外の実質的な拠点（海外分校
など）の展開拡大

環境の整備
諸外国の大学に劣らない魅力あるキャ
ンパス整備（機能的で快適な教育研究環
境、国際交流・発信拠点、宿泊施設）

政府の協力を得た海外における日本の大学の知名度／価値向上に向けた情報発信が必要

留学生30万人計画で掲げられた事項を再認識し、推進することが必要

海外の日本の組織・企業の協力
在外公館によるネットワーク支援
JSPS、JETRO、JICAなどの海外支局に
よる学生（特に、大学院生）の研究支援
在外日本企業との協働支援
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日本学術振興会における海外拠点の支援強化

・日本学術振興会ボン研究連絡センターはドイツ学術交流
会（DAAD）オフィスのすぐ近くに設置
・筑波大学はボンオフィスを日本学術振興会ボン研究連絡セ
ンター内に設置
・筑波大学はDAADと共同研究を実施

日本学術振興会海外研究連絡センターの所在地

日本学術振興会の海外拠点の支援を強化することで国際化
が推進

日本語教育のセンター化
【現状】
○ 日本語教育を各大学個別に実施 → 小規模大学では非常に負担
○ 教育関係共同利用拠点（留学生支援施設）として下記の2拠点が認定されているが、予算措置は年間数百万円

程度であり、全ての大学の日本語教育は不可能
・筑波大学グローバルコミュニケーション教育センター（日本語・日本事情遠隔教育拠点）
・大阪大学日本語日本文化教育センター（日本語・日本文化教育研修共同利用拠点）

大胆な予算措置を行い、全ての大学の日本語教育を担える大規模センターを設置し、高度専門人材としての定着率を向上
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在外公館におけるネットワーク支援

在日フランス大使館では、レセプションを年に数回実施

レセプション参加者の間でネットワークが形成
（同窓生間、大学間など）

大学間交流に発展

留学生受入れと日本人学生の派遣が増加
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○ 留学生や外国人研究者の受け入れは、日本人の学生・教職員にとって、多文化・共生社会の理解増進につながるだけでなく、新しい発想・考え方に
触れることにより、教育研究の多様化、高度化、活性化、さらにはイノベーション創出につながる。さらには、外国と日本との共創、将来の日本の応援
団の形成等にもつながることから、大いに進めるべき。

○ その推進にあたり、最先端研究を支える機能的な研究施設、快適な教育研究環境、異文化交流施設、宿泊施設等が不可欠。

日本人学生と留学生が
混住する学生寮

大学等のグローバル化への対応

配管の腐食

外壁の落下の危険

過密な研究室
（機能低下と事故）

早急に大学等の老朽化対策・機能向上を行い、世界中の学生を日本に呼び込む環境整備が必要

現状の国立大学の施設は老朽化が著しく、一方、世界ランキング上位の海外大学の施設は最先端

海外大学のサテライトが入居する
施設での地域交流イベント国際的研究開発拠点

機能的で快適な教育研究環境の整備 宿泊施設国際交流・発信拠点

国際色豊かで
機能的な研究室

自由闊達な議論や
斬新なアイデアを生む空間

良好な学修空間

諸外国の大学キャンパスの状況

シンガポール国立大学(QS:11位)
（ Start Up Singapore Life ホームページより）

MIT(QS:1位)メディアラボ
（Architype Review Inc.のホームページより）

国立大学等施設の現状と課題

安全面

機能面

経営面

 老朽化による
事故発生が頻発

 スペース不足、
教育研究機能の低下

 エネルギーロスや事故・故障
対応による財政負担の増大 配管の腐食

外壁の落下の危険

昭和４０年代～５０年代に整備した膨大な施設の更新時期が到来し、安全面、機能面、
経営面で大きな課題が発生

過密な研究室
（機能低下と事故）

留学生等の更なる受け入れにあたっての大学キャンパス・施設の重要性
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第５回教育未来創造会議ＷＧ
ヒアリングに対する
公立大学協会からの意見



公立大学協会

①ー１ コロナ後の新たな留学生受入れ・派遣計画

◆ オンラインによる新たな留学の形態について
オンラインによるバーチャル留学も新たな留学の一形態として考えるべきであるが、実際に

海外における現地での体験が学生の成長につながるため、メリット・デメリットを考慮した上
で留学の概念の再構築が必要である。

◆ 学生のニーズに合わせた留学プログラムの開発
留学を推進する上で、形態（長期留学、短期留学、オンライン、インターンシップなど）や

派遣地域などの多様化が求められる。クオーター制の導入による留学期間の確保や留学しても
４年間で卒業できる制度の構築など、留学しやすい環境整備も必要である。

◆ 学生の経済的負担への支援の必要性
円安や国際動向など、経済的事情により、留学を断念せざるを得ない学生も多い。大学から

の支援は限られるため、国や自治体による支援が望まれる。また、日本学生支援機構等の奨学
金においても、支給額、支給期間のより柔軟な対応が求められる。
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公立大学協会

①ー２ コロナ後の新たな留学生受入れ・派遣計画

◆ 大学における留学関連業務の体制の問題
学生の派遣留学においては事前のガイダンスや選考、留学中の現地における危機管理などの個

別相談対応、留学生の受入れにおいては在日中の生活面等を含む様々な支援が必要となるため、
業務負担がかなり高い。規模の小さい大学においてはその体制を構築するのが困難である。

◆ 留学生受け入れの宿舎の問題
外国人留学生の専用の宿舎があれば学習面でも生活面でもメリットが高いが、大学独自に宿舎

を持つことは、費用面や維持管理に伴う業務負担などを考えると難しい大学が多い。何らかの支
援の方策があればありがたい。

◆ 日本人学生の内向き志向に対する方策
海外に旅行等で行く若者は少なくないが、日本人学生の海外留学者数は増加傾向にない。留学

者を増加させるには要因分析をして、その要因に対応した施策を検討すべきで、ただKPIを示し
て、増やしなさいでは派遣留学者の増加は望めない。
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公立大学協会

②ー１ 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備

◆ 外国人留学生のキャリア支援の課題
交流はもとより、外国人留学生の卒業・修了後を見据えたキャリア形成とキャリア支援が必要

であるが、実際の就職支援は日本人の正規学生対応が中心となり、留学生に対する支援体制を築
くことが難しい。

◆ 外国人留学生のインターンシップの開拓の課題
自治体及び民間企業との連携によるインターンシップの拡大等に取り組んでいる事例はあるが、

外国人を受け入れてくれるインターンシップ先をいかに開拓できるかが課題である。

◆ 外国人留学生の地域との交流の推進の必要性
留学中における日本人学生や地域住民の方々、企業との交流が日本文化・日本社会へのより強

い関心を高めることにつながる。卒業後も、母国と日本の国際交流に活躍できる留学生を育むた
め、地域と共に質の高い交流を推進する必要がある。
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公立大学協会

②ー２ 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備

◆ 外国人留学生の日本語能力の課題
外国人留学生が日本で就職するためには、高度な日本語コミュニケーション能力を身につける

必要がある。日本語能力をさらに高める努力も必要であるが、インターンシップの受け入れ先等
で求められる日本語能力の水準の緩和も望まれる。

◆ 海外留学後の日本人学生の就職活動の遅れ
留学後の帰国の時期により就職活動の開始が遅れてしまい、十分な準備時間を確保できないこ

とから負担感が増し、卒業を延期するケースもある。追加採用の募集を始める企業の情報収集や
求人とのマッチングなどの個別対応も必要であるが、就職活動全体のスケジュールと、留学のタ
イミングが合わないことが課題となっている。
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公立大学協会

③ー１教育の国際化の促進

◆ 大学の国際化
研究においては、教員間の共同研究や研究成果の世界への発信など、国際化は進んでいるが、

教育面においては、ダブルディグリーやジョイントディグリーの制度は、大学の体制整備の困難
さや学生の学修の負担も少なくなく、実現するにはハードルが高い。そのため、副専攻でのプロ
グラムの実施などで対応している大学もある。また、イングリッシュカフェや日本人と外国人留
学生が寮生活を共にするなど、日本国内で外国人留学生や外国語に触れる機会の促進が必要であ
る。

◆ 外国人教員の増加の問題
外国語を専門とする分野においては外国人教員の採用はなされているが、それ以外の分野にお

いては必ずしも進んでいない。外国人教員の場合、日本語能力が十分でないことや文化の違いな
どにより学内運営業務の参画が十分に期待されない（例えば、大学入学共通テストの従事などは、
受験経験のある日本人教員はその重要度がわかっており、試験の実施における厳格な運営にも理
解を示すが、外国人教員との対応に温度差がある）。
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公立大学協会

◆ 外国語による授業の開設の課題
留学生が多い大学院などでは、英語だけで履修可能のプログラムを開設しているところもある

が、学部レベルでは外国語による授業は、外国語を専門とする分野以外では、開講することによ
る教育効果が望めないことのほうが多い。

６

③ー２教育の国際化の促進
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２０２２年１０月２７日 

教 育 未 来 創 造 会 議 

ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 

 

「コロナ後のグローバル社会を見据えた人への投資」に関する意見 

 

一般社団法人日本私立大学連盟 

説明者:岩切正一郎常務理事 

（国際連携委員会担当理事／ 

国際基督教大学学⾧） 

 

 コロナ後のグローバル社会を見据えた人への投資に向け、以下３項目の論点に関し、日本私立大学連盟の意

見を申し述べます。 

 

論点① コロナ後の新たな留学生受入れ・派遣計画 

渡航を伴う留学、国際交流への学生の希望は根強いものがあり、少なくともコロナ前の状態に早急に戻すこ

とが求められる。そのうえで、コロナ禍で進んだオンライン教育との相乗効果によって、一層質の高い、新たな国

際教育・交流を具体化していくことが必要である。 

 

（1）留学生受入れ 

・円安は正規留学生の受け入れにはプラスに働く。国内の 18 歳人口が減少する中で、学生数の確保のみな

らず、教育の質の確保のためにも、正規留学生の確保は重要である。大学側も英語学位プログラムの設置、

学期をできるだけ欧米のアカデミックカレンダーに合わせるなどしてシームレスな国際間の移動が可能になるように

対応する必要があり、修業年限のルールの柔軟な運用など、日本の大学の国際競争力を高めるような制度の

確立を目指すべきである。 

・数的達成自体が目的化されがちだが、留学生の質確保の観点から、多様な学生を受け入れた結果生じる

問題に目を向ける必要がある。異国の地で家族や友人から離れて暮らす留学生はメンタル不調に陥るリスクが

高いにもかかわらず、多くの大学において留学生を学生支援（特にメンタルヘルス）の範囲外と捉える傾向に

ある。留学生数の増加に伴い、問題が顕在化してきている。コロナ禍の影響やロシアのウクライナへの侵略等で

学業に集中できない留学生数も増えてきており、現状把握の上、多言語による相談窓口の設置など広く専門

家への相談が可能となるチャンネルの確保に国としても対応すべきである。 

・学外インフラを整備する必要がある。外国人の銀行口座開設はマネーロンダリング対策として一律に厳格な

条件が付されている。「日本語ができないと開設できない」等のローカルルールもまかり通っており、引き落とし口

座がないと不動産契約ができないケース等、来日直後に問題に直面する留学生が後を絶たない。留学生の

口座開設には柔軟に対応するよう金融庁より各銀行に要請はされているようだが、強制力はなく現場は動い

ていない。大学の入学許可を得ている留学生には特段の配慮が必要であろう。 

銀行口座開設は一例だが、このように日本全体として、外国人を受け入れるうえでの環境や制度が不十分な

面が多々あり、受入大学や個々の学生の負荷が大きくなっている。海外から多様な学生を受け入れたいという
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掛け声だけではなく、外国人が適応しやすい環境整備や制度設計等、実質的な対応が求められている。 

 

（2）派遣留学計画 

・世界的な経済の不安定化などの理由で留学を諦める学生が増えており、奨学金の充実をお願いしたい。 

我が国の経済力の漸減、インフレが進む中での名目賃金の停滞、円安、さらにはわが国の硬直した新卒リク

ルーティング制度のもとでの就職活動に伴う機会費用を含めた経済的負担など、派遣留学の実質的な費用

が著しく上昇しており、このままの状況が続くと、留学が経済的に恵まれた一部の学生に限られていた時代に

逆戻りする懸念がある。将来的な我が国の競争力の低下、グローバルに活躍できる人材の不足に直結するこ

とを危惧している。 

また、交換留学については、同じ数の学生を相互交換することで成立する制度であるため、円安により予想さ

れる受入希望者の増加と派遣学生の減少により、インバランスが一定期間生じた際には、制度の継続が困難

になる可能性がある。 

 

（3）オンラインを活用した新たな国際教育 

・場所、時間に制約されない環境下での、柔軟な学習を可能にするための制度改正が必要である。 

現行の制度は、キャンパスに教員、学生が集い、対面での講義を行うことを前提に設計されている。オンライン

を活用すると、日本に居ながら、本属大学の授業と併行して、海外の大学の授業を受講することが可能である

が、本属大学に在学しながら、海外大学の授業を受講した成果を本属大学の単位として認定するためには制

度上様々なハードルがある。 

例えば、文部科学省が SGU の取組みにおいて構築したオンライン国際教育プラットフォーム「Japan 

Virtual Campus (JV-Campus)」のような取り組みを単位化すること等により、オンラインを活用した国際教

育を促進することを明確に打ち出すことが必要である。 

 

論点② 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備 

（1）外国人留学生のキャリア支援 

外国人留学生に対するキャリア支援の充実のためには、各国語による情報発信など言語面のサポートや生

活面の幅広い支援が必要である。 

・外国人留学生による就職目的の在留資格変更許可申請は、平成 23 年から令和２年の 10 年間で 3.5

倍に増加するなど、大学在学中から卒業後まで継続して日本での就職活動を行う外国人留学生が一定数

存在することから、就職活動に対する大学、経済界双方による一層の支援強化や環境整備が求められる。 

具体的には、以下のような施策が期待される。 

●日本における就業慣行や就職活動に関する渡日前からの情報提供 

●外国人留学生向けハローワークの充実（規模および拠点の強化） 

●各種就職活動ガイダンスや企業説明会等の多言語対応 

●日本企業に向けた外国人社員雇用促進策（採用サポート、就業サポート等の支援充実） 

 ＊特に中小企業向けの国際化推進支援 

●目標雇用率の設定と、基準を満たした企業へのインセンティブ 

●大学と連携した外国人留学生と企業との接点創出支援 



3 

 

●在留資格（ビザ）の変更申請手続きの利便性向上 

●日本語力の向上に関する各種支援策強化 

・また日本での就業は希望せず、母国に帰ることを前提としている外国人留学生については、”親日家”として

の人的ネットワークを拡大できるよう、産官学の連携によるシステマティックな仕組みを構築することが望ましい。 

 

（2）留学を経験した日本人学生のキャリア支援 

・語学力不足で諦める学生が多いことから、大学入学までに必要な語学力が身に付くよう、初等中等教育に

おける英語力強化、および留学で必要となる TOEFL 等の受験を支援することが急がれる。 

・一方で、３年生の秋から１年間留学した学生が、４年生の秋学期に復学後に就職活動に参加できるよう

な仕組み、ならびに海外留学中のオンラインでの就職活動が可能になれば、海外留学へのハードルは更に下

がるものと考えられる。 

・また、日本人留学生及び帰国生、いわゆるバイリンガル人材を対象にした企業合同説明会やテーマ別の就

職活動関連セミナーなど、留学を通じて培った経験と語学力を十分に活かした就職が可能となるマッチング機

会の創出が求められる。 

 

論点 3 教育の国際化の促進 

（1）国内大学等の国際化の在り方 

・オンラインを活用することによる国際化の取り組みを適切に評価し、渡航を伴う留学とともに、オンラインを国

際化推進の両輪として確立していくことが重要になる。そのためには、海外に居住する教員が外国語で講義す

ることを積極的に評価し、推進すること、および学生がオンラインで海外の大学の講義を受講したこと、海外の

学生と交流したことが適正に評価されることによって、各大学の国際化の度合いを測る指標にも反映されること

が必要である。渡航を伴う留学をコロナ前に戻しつつ、オンラインを活用した国際化が両輪を担えるよう戦略的

に育てていくことが求められている。 

 

最後に、留学や国際化に限らず、全体的な課題として、単位制度を厳格に運用するあまり、意欲や能力の

高い学生の学習を妨げている面が見受けられることに言及しておきたい。一例として、「単位の実質化」を担保

するための方策として、各大学は履修科目の登録の上限を法令上「定めるよう努めなければならない」（「大

学設置基準」第 27 条の２）とされており、上限単位数の設定が求められている。一単位あたりに必要とされ

る学習時間を確実に確保するという理念は理解できる一方、個々の能力や意欲の違い、昨今の教育手法の

多様化、ICT 等の技術の発達を考えると、単純に時間で質を確保することに限界がきており、却って意欲的な

学生の妨げになるような負の影響が大きくなっている。教育の質の担保について、形式的でなく本質的な議論

を深め、意欲の高い学生がより多く学習することを可能にするための柔軟な仕組みも必要とされている。意欲と

能力の高い学生は、本属大学で履修をしながら、海外大学のオンライン授業を履修することによってより高い

学習効果が得られる可能性があるが、そのような学習方法に従来の「単位の実質化」の考え方は相反する面

がある。 

以上 
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教育未来創造会議「コロナ後のグローバル社会を見据えた投資」への意見 

 

少子高齢化の一層の進行が推計される将来の日本1の、とりわけ地方での人口減少は顕著である

と考えられる。地域社会の持続的な発展のためには、外国人人材の登用を視野に入れた新たな社

会基盤の構築が必要不可欠であるとともに、礼節と秩序を礎とする日本独自の文化や社会構造を

見つめなおし、確固としたうえで日本の教育を世界に発展させていくことが肝要だ。 

そのうえで、外国人が恒常的な存在となる時代にいかに共生していくか、相互理解を育み新し

い価値観を醸成することが重要であり、日本全国に立地する私立大学が果たす役割は大きい。 

 私立大学は、それぞれの建学の精神に基づく教育を展開することにより、地域及び国際社会で

必要とされる人材を育成している。グローバル化による現在の複雑な社会構造、経済活動、国際

情勢などに適応する人材の育成と若者の希望に沿う学修の両立には、柔軟で幅広い、多様な教育

が必要だ。 

 このため、政府には、各私立大学の小さくてもきらりと光る事業を支援し、地域社会とグロー

バル社会をつなぐ多様な教育活動を拡充するような施策を期待する。 

 具体的には、以下の項目について要望する。 

 

１．日本人学生の派遣及び外国人留学生受入れ 

➢ 日本人学生及び海外からの留学生の異国への躊躇を払う一歩として、まずは 30 日未満の

短期間の海外留学から始めることも大切であるため、短期留学派遣への助成が望ましい。 

➢ 欧米の一般的な大学と異なり、日本の私立大学では自己努力で海外からの留学生向けの

授業料を低く設定し、日本への留学促進に努める場合がある。これは長期的には世界に

親日派を増やすことによる国際社会の安定に繋がる。このため、留学生の授業料減免を

行う際の助成を拡充していただきたい。 

２．日本語学習の環境整備 

➢ 海外の大学は、所有する語学学校への学生誘致に力を入れている。日本語学習者の増加

は国力のバロメーターである。日本の大学においても日本語別科が果たす役割は大きい

ため、その積極的支援が重要である。 

➢ 文部科学省の「留学生促進プログラム」等の拠点大学における日本語に関する授業を地

域の大学へも開放していただきたい。 

３．海外分校の設置 

➢ 留学生の受入れ・送り出しを活発化する方策として、海外分校を設置する場合、校地校

舎など設置基準を緩和するよう、検討いただきたい。 

 

1 （独）労働政策研究・研修機構の 2019 年の発表によると、各種の経済・雇用政策をある

程度講ずることにより、経済成長と若者、女性、高齢者等の労働市場参加が一定程度進んだ

場合の 2040 年の労働力人口推計は 5,846 万人と、2017 年の 6,720 万人から 874 万人減少す

るとしている。 

 



４．外国人留学生の就職 

➢ 大学での専攻と就職分野の一致の緩和を進め、外国人の登用機会を増やしていただきた

い。 
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